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建 築 士 事 務 所 登 録 申 請 と 変 更 等 の 手 引 き 

平成 29 年 4 月 

 

１ 建築士事務所の登録とは（建築士法第 23 条） 

 

２ 登録（新規及び更新）の申請手続き 

（１）法人の場合 

（２）個人の場合 

 

３ 変更の届出 （建築士法第 23 条の 5第 1項、第 2項） 

 

４ 廃業等の届出 （建築士法第 23 条の７） 

 

５ 建築士事務所登録証明及び登録簿等の閲覧 

 

６ 管理建築士の専任（建築士法第 24 条第 1項） 

 

７ 管理建築士の責務（建築士法第 24 条第 2項、第 3項、第 4項） 

 

８ 開設者の義務 

 

９ ホームページ以外からの、申請書類等の入手方法について 

 

注意  建築士事務所の新規登録、更新登録、変更届、廃業届の提出は、 

直接、当協会に持参して提出して下さい。（郵送は不可） 

尚、島しょ地域の方は、相談して下さい。 

ただし、｢設計等の業務に関する報告書｣は郵送可（報告書の手引き参照）。 

 

 

 

（担当窓口）  一般社団法人東京都建築士事務所協会登録センター 

         〒160-0022 東京都新宿区新宿五丁目１７番１７号 渡菱ビル３階 

                電話 ０３（５２７２）１０６９（登録センター直通） 

FAX ０３（５２７２）１０７１（登録センター専用） 

登録申請等の受付及び相談の日時 

土曜・日曜・祝日・振替休日及び 12 月 29 日から 1 月 3 日を除く下記の時間。 

  新規登録、更新登録、変更届、廃業届                

証明書申込、建築士事務所登録簿閲覧       ９：００～１７：００ 

設計等の業務に関する報告書             

 

＊ なお、ご入金が発生する新規登録、更新登録，証明書申込、設計等の業務に関する報告書

の閲覧に関しては、会計処理の都合上、午後５時までに各書類の審査等が終わるよう、 

  １６時３０分頃までにご来所下さるよう、ご協力お願いいたします。 
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１ 建築士事務所の登録とは（建築士法第 23 条） 

 

1 次の方は、建築士法第２３条の定めるところにより、建築士事務所の登録を受けなければな 

りません。 

 

(1) 他人の求めに応じ報酬を得て、*設計等を行うことを業として行おうとする建築士の方 

(2) 建築士を使用して、他人の求めに応じ報酬を得て、*設計等を行うことを業として行おうと

する方 

 

＊設計等とは、次の業務を言います。 

①建築物の設計、②建築物の工事監理、③建築工事契約に関する事務、④建築工事の指導監

督、⑤建築物に関する調査または鑑定、⑥建築に関する法令または条例に基づく手続きの代

理 

 

(3) 建設業者が請負の一環として事実上の設計等を業として行う場合は、建設業の許可のほかに、

建築士事務所の登録が必要です。 

 

２ 無登録業務は禁止されています（建築士法第 23 条の 10）。 

無登録で他人の求めに応じ報酬を得て設計等を業として行った場合は、懲役又は罰金に処されま

す（建築士法第 38 条）。 

 

３ 建築士事務所には、建築士法第 24 条第 1 項の規定により、事務所を管理する専任の建築士（以

下「管理建築士」という。）を置かなければなりません。 

一級建築士事務所は*専任の一級建築士が管理し、二級建築士事務所は*専任の二級建築士が管

理し、木造建築士事務所は*専任の木造建築士が管理することになっています。 

 

管理建築士となるためには、建築士法第２４条第 2 項により建築士として３年以上の設計等の

業務（建築士法施行規則第２０条の５）に従事した後、登録講習機関が行う管理建築士講習の課

程を修了した建築士でなければなりません。 

 

＊専任とは、事務所に常勤し、専ら管理建築士の職務を行う必要があります。 

従って、雇用契約等により、事業主体と継続的な関係を有し、休業日を除いて 

通常の勤務時間中は、その事務所に勤務していなければなりません。 

 

＊１人の建築士が複数の建築士事務所の管理建築士となることはできません。 

＊１つの建築士事務所登録に、複数の管理建築士を置くことはできません。 

＊派遣労働者は、管理建築士にはなれません。 

＊退職・異動等により管理建築士が不在となった場合は、廃業事由に該当するため、３０日以

内に廃業等の届出をしなければなりません。 

＊他事務所の管理建築士として登録されている建築士は原則として、当該建築士事務所の所属

建築士となることはできません。 
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４ 登録は、建築士事務所の所在地の都道府県知事ごとになります。 

法人等で事務所を支店、営業所等を設け、そこにおいて設計等の業務を行う場合には、 

それぞれ建築士事務所の登録を受けなければなりません。 

 

５ 登録の有効期間は、５年間です（登録があった日から５年目の登録日に対応する１日前に満了

します。）。 

 

６ 有効期間満了後、引き続き業務を行おうとする方は、満了日前 30 日までに更新の登録申請を

しなければなりません（建築士法第２３条）（更新の手続きをしない場合は、登録抹消となりま

す。）。 

当協会では、満了日の２ヶ月前から受け付けております。 

 

７ 申請者が建築士法第 23 条の４第１項、第２項(登録の拒否)に該当する場合は、登録できない

ことがあります。 

 

８ 建築士事務所の登録を受けた方（「建築士事務所の開設者」）には建築士法により建築主への重

要事項説明や書面による契約締結義務、設計等の業務に関する報告書の提出等、様々な規定が課

せられます。詳細は「８ 開設者の義務」を参照下さい。 

 

 

 

 

 

２ 登録（新規及び更新）の申請手続き 

 

建築士事務所登録に係る申請手続きの流れは次のとおりです。 

当協会へ申請書等提出→仮審査→手数料納入→受理→本審査→登録→ 登録の通知 

 

・新規申請の登録については、通常、申請書受理後 5日から 10 日間程度の期間を要します。 

 

・更新の申請は、有効期間満了の日前 30 日までにしなければなりません（建築士法施行規則第 18

条）。当協会では満了日の２ヶ月前から受け付けておりますので遅れないように手続きをして下

さい。 

 

＊登録手数料＝当協会内の手数料受付窓口で現金納付となっています。（消費税は非課税） 

 一級建築士事務所登録新規、更新＝１８，５００円 

二級建築士事務所及び木造建築士事務所登録新規、更新＝１３，５００円   

 

＊直接、当協会に書類を持参して申請して下さい（郵送等は不可）。 

＊島しょ地域の方は相談して下さい。 
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（１） 法人の場合 

※ 更新の登録を申請する際、申請内容（建築士事務所の所在地・代表者名、所属建築士等）

が、既に登録されている内容と異なる場合には、変更届を提出してから更新の手続きをし

て下さい。 

  

新規・更新の申請書類等：①～⑧、⑰は正・副各１部（副本は写しで可）、 

⑨～⑫、⑭～⑯は１部提出して下さい。 

 提 出 書 類  摘       要 

 

申

請

書

類 

①建築士事務所登録申請書（第一面） 

                      

（法人実印） 

法人実印に法人名が入っていない時は、印鑑証

明書（原本提出。３ヶ月内のもの）が必要です。

注１ 

②所属建築士名簿（第二面） 管理建築士を筆頭に、全員記入。注２ 

他の建築士事務所に登録されている管理建築士

は原則として、当該名簿に登載できません。 

③役員名簿（第三面） 登録上の代表者を筆頭に役員全員を記入。注３ 

④業務概要書 直近５年間の主なものを記入して下さい。 

新規申請の場合は不要です。 

⑤略歴書（登録申請者） （個人認印） 申請者（代表者）個人の印を捺印して下さい。 

⑥略歴書（管理建築士） （個人認印） 管理建築士個人の印を捺印して下さい。（登録申

請者が管理建築士を兼ねる場合は⑤で兼用）。 

⑦誓約書          

（法人実印） 

記名捺印（法人実印）するか、申請者本人が署

名して下さい。 

⑧定款の写し     （法人実印） 余白に法人の法人実印を押印して下さい。注４ 

⑨商業登記事項証明書 

（履歴事項全部証明書） 

原本提出。３ヶ月以内のもの。 

 

添

付

資

料 

⑩事務所の賃貸借契約書の写し等 建築士事務所の所在地（本店・支店）が⑨に記

載されている場合は不要。注５ 

⑪決算期の確認資料 法人都民税・法人事業税等領収証書写し等 

注６ 

 

管

理

建

築

士 

 

⑫住民票 

 

原本提出。個人番号記載無し、３ヶ月以内のも

の。登録申請者と管理建築士が同一人で、商業

登記事項証明書に現在の住所地が記載されてい

る場合は住民票が省略できます。注７ 

⑬建築士免許証（建築士免許証

明書）の原本提示 

（新規申請時のみ） 

原本は現状確認後、即、返却致します。 

建築士免許証（賞状型）に、無効印又は、カー

ド型免許証明書に切替済の印が押されている場

合は、建築士免許証明書を提示して下さい。 

⑭建築士免許証（建築士免許証

明書）の写し 

 

⑮前職場の退職証明（退職後６

ヶ月以内の場合） 

個人事業をしていた場合は、直前期の確定申告

書（第一面及び第二面）の写し。注８ 

⑯専任証明            注９ 

申請 

書類 

⑰管理建築士講習修了証の写し 注１０ 
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注１ 建築士事務所の名称は法人名だけでなく、その法人名の前後どちらかに「一級（二級・木

造）建築士事務所」といれて下さるようお願いいたします。 

例）株式会社東京建設一級建築士事務所、一級建築士事務所株式会社東京建設 

株式会社東京建設西支店一級建築士事務所、 

 

注２ ＊ 管理建築士を筆頭に、所属建築士全員を記入して下さい。 

＊ 他事務所に管理建築士として登録されている建築士は原則として、当該建築士事務所の

所属建築士となることはできません。 

＊ 同一人で建築士免許登録の種別が複数ある場合には、上位級のみ記入して下さい。 

 

注３ 役員名簿には、業務を執行する社員、取締役、執行役、社外取締役、代表権を有する支配人、

若しくはこれらに準ずる者（法人格のある各種組合の理事等）を記入して下さい。監査役、会

計参与、監事及び組織上の支店長等は除きます。     

不明な点は、個別に相談して下さい。 

     

注４ 「現行定款と相違ない」旨を記入して下さい。 

（最終ページ等の余白に記載、法人名、代表者名、法人実印を押印してください。） 

定款事業目的に、「建築物の設計・工事監理」などが記載されているものが必要です。記

載されていない場合は、事業目的に追加するか、変更して所轄法務局に届けてから登録申請

して下さい。 

なお、目的変更が早急に行えない場合には、個別に相談して下さい。 

 

注５ 登記上の所在地と事務所所在地が異なる場合は、建築士事務所の所在地と、申請する法人が

事務所所在地を正当に使用できることが分かる書類が必要です。 

 

(ア) 法人自己所有の物件の場合には、不動産登記事項証明書（建物）原本等を提出して下さ

い。 

 

(イ) 当該法人の代表者が、同一個人名の自己所有物件を事務所所在地とする場合には、 

    個人から法人への使用承諾書又は賃貸借契約書の写し等とともに、不動産登記事項証明書

（建物）原本等を提出して下さい。 

 

(ウ) 賃貸借契約の場合には、賃貸借契約書の写し（約款まで含む。）を提出して下さい。   

その際、賃借人が当該法人となっていることを確認して下さい。 

なお、無断賃貸借防止の観点から、賃貸借契約書に仲介人（不動産業者）がいない 

ときには、賃貸人の所有権を確認するため、別途、不動産登記事項証明書（建物）原本等

が必要となります。                                 

 

(エ) 賃貸借契約をしていない場合は、使用承諾書と使用承諾者が建物の所有者であることが

分かる書類として不動産登記事項証明書（建物）原本等を提出して下さい。 

 

(オ) 転貸借の場合には、賃貸借の原契約書の写しと、原賃貸人（所有権者）及び賃借人の転

貸借に係る同意を示すもの（所有権者からの同居承諾書）を提出して下さい。 

なお、無断転貸防止の観点から、賃貸借契約書に仲介人（不動産業者）がいないときに

は、賃貸人の所有権を確認するため、別途、不動産登記事項証明書（建物）原本等が必要

となります。 

サブリース契約等、権利関係が複雑な場合は、個別にご相談下さい。 
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（カ）フロアーを区切り、様々な業種に対しレンタルするシェアオフィスについては、賃貸借契

約期間中、固定区画を維持でき、建築士法上の標識の掲示及び帳簿の保管等が実施できる状

態であれば、登録できます。賃貸借契約書（入会申込書）の写し及び、区画を表示した書類

を提出して下さい。なお、バーチャルオフィスでは登録できません。 

 

＊ 添付書類上の不動産登記事項証明書（建物）以外に、固定資産税納税通知書の納税義務者

欄及び課税明細書の写しも同様に扱います。 

 

＊ 登記事項証明書を提出される際、インターネット「登記情報サービス」から提供する登記

情報を印刷したものは、認証文、公印等が付加されていないため、証明書として受付できま

せん。 

 

＊ 賃貸借、使用貸借、転貸借の内容によっては、上記以外の資料提出を求める場合がありま

す。 

 

＊ 権利関係が複雑な場合は、予め個別にご相談下さい。 

 

注６  法人の決算期を確認するため、直近事業年度の法人都民税・法人事業税等領収証書写し又

は直近事業年度の納税証明書（写し）を提出して下さい。 

   法人設立直後で、最初の決算期が到来していない法人においては、法人設立届の写しを提

出して下さい。 

    

注７ 管理建築士の現居所地が、住民票上の住所地（法人にあっては、申請者《開設者》が管理建

築士を兼ねており、商業登記事項証明書上の役員欄にある代表者《開設者》の住所地）と異な

る場合、又は、住民票上の住所が遠隔地の場合には、通勤可能である現居所地に居住すること

が確認できる資料（賃貸借契約書等）も併せて提出して下さい。 

 

注８ 退職証明書以外に、雇用保険の資格喪失届の写し、離職票の写し、健康保険資格喪失届（受 

理印付）の写し、厚生年金の加入期間証明も同様に扱います。 

  ＊ 個人事業をしていた場合は、直前期の確定申告書（第一面及び第二面）の写しを提出し 

て下さい。 

＊ 6 ヵ月以内に他道府県で管理建築士をしていた場合は、その建築士事務所の登録道府県へ

提出した受付印のある廃業届等の写しも必要となります。 

＊ 他社の法人の役員を兼務されている場合、又は他社の法人の役員を直近までされていた場

合は、個別にご相談ください。 

 

注９ 登録申請者が兼ねる場合は不要。 

  管理建築士の専任（常勤）を証明するものとして、次の資料のいずれかを提出して下さい。 

(ア) 健康保険被保険者証（事業者名と管理建築士の氏名が記載されているもの）の写し 

事業所名が、記載されていない場合には、次のいずれかの資料が併せて必要です。 

①健康保険組合発行の健康保険資格証明書 

②健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し 

③健康保険・厚生年金保険資格取得確認書の写し 

（イ）雇用保険被保険者証（事業者名と管理建築士の氏名が記載されているもの）の写し 

（ウ）住民税の特別徴収税額通知書（事業者あてのもの）の写し 

（エ）法人確定申告書の表紙と役員報酬明細の写し（受付印押印のもの）。…役員に限る。 

（オ）その他常勤が確認できるもの…予め個別にご相談下さい。 
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＊１人の建築士が複数の建築士事務所の管理建築士となることはできません。 

＊派遣労働者は、管理建築士にはなれません。 

 

＊ 専任とは、事務所に常勤し、専ら管理建築士の職務を行う必要があります。 

従って、雇用契約等により、事業主体と継続的な関係を有し、休業日を除いて通常の勤務時

間中はその事務所に勤務していなければなりません。（他社で、建築士としてか否かにかか

わらず社員となっている者、兼職している者、自社監査役になっている者等は、管理建築士

とはなれません。）。 

 

＊ 出向の場合は、出向協定書・健康保険被保険者証（事業者名と管理建築士の氏名が記載さ

れているもの）・出向証明書・出向辞令の写し等が必要となります。 

  不明な点は、窓口にご相談下さい。 

 

  ＊ 他社の役員を兼務されている場合、又は法人の役員を直近までされていた場合は個別に担

当窓口でご相談下さい。 

 

注 10 管理建築士となるためには、建築士法第２４条により建築士として３年以上の設計等の業

務（建築士法施行規則第２０条の５）に従事した後、登録講習機関が行う管理建築士講習の課

程を修了した建築士でなければなりません。また。修了証の交付をもって、講習修了考査の合

否が確定するため、講習を修了しただけでは受付することができません。申請時には、管理建

築士の講習修了証の写しを必ず添付して下さい。 

 

※ 不明な点は、当協会登録センターに相談して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 8 - 

（２） 個人の場合 

※ 更新の登録を申請する際、申請内容（建築士事務所の所在地、所属建築士等）が、既に登

録されている内容と異なる場合には、変更届を提出してから更新の手続きをして下さい。 

  

新規・更新の申請書類等：①～⑥、⑭は正・副各１部（副本は写しで可）、 

⑦～⑨、⑪～⑬、は１部提出して下さい。 

 提 出 書 類  摘       要 

 

申

請

書

類 

①建築士事務所登録申請書 

（第一面） 

認印で可。注１ 

②所属築士名簿（第二面） 管理建築士を筆頭に、全員記入。注２ 

他の建築士事務所に登録されている管理建築士は

原則として、当該名簿に登載できません。 

③業務概要書 

 

直近５年間の主なものを記入して下さい。 

新規申請の場合は不要です。 

④略歴書（登録申請者） 申請者個人の認印を捺印して下さい。 

⑤略歴書（管理建築士） 管理建築士個人の認印を捺印してください。（登録

申請者が管理建築士を兼ねる場合は④で兼用）。 

⑥誓約書 記名捺印（認印）するか、申請者本人が署名して

下さい。 

 

添

付

資

料 

⑦開設者の住民票 原本提出。個人番号記載無し、３ヶ月以内のもの。 

⑧事務所の賃貸借契約書の写し等 建築士事務所の所在地が⑦に記載されている場合

は不要。注３ 

管

理

建

築

士 

⑨住民票 原本提出。個人番号記載無し、３ヶ月以内のもの。

開設者と同一人の場合は、⑦の住民票で兼用。 

注４ 

⑩建築士免許証（建築士免許

証明書）の原本提示 

（新規申請時のみ） 

原本は現状確認後、即、返却致します。 

建築士免許証（賞状型）に、無効印又は、カード

型免許証明書に切替済の印が押されている場合

は、建築士免許証明書を提示して下さい。 

⑪建築士免許証（建築士免許

証明書）の写し 

 

⑫前職場の退職証明（退職後

６ヶ月以内の場合） 

個人事業をしていた場合は、直前期の確定申告書

（第一面及び第二面）の写し。注５ 

⑬専任証明 注６ 
申請

書類 

⑭管理建築士講習修了証の写

し 

注７ 

 

注１ 事務所の名称は、前後どちらかに「一級（二級・木造）建築士事務所」と入れて下さるよう

お願いいたします。例）新宿太郎一級建築士事務所、一級建築士事務所新宿太郎 

 

注２ ＊ 管理建築士を筆頭に、所属建築士全員を記入して下さい。 

＊ 他事務所に管理建築士として登録されている建築士は原則として、当該建築士事務所の

所属建築士となることはできません。 

＊ 同一人で建築士免許登録の種別が複数ある場合には、上位級のみ記入して下さい。 

 

 



 

- 9 - 

注３ 住民票上の住所と所在地が異なる場合は、建築士事務所の所在地と、申請する個人が事務所

所在地を正当に使用できることが分かる書類が必要です。 

 

(ア) 個人の自己所有の場合には、不動産登記事項証明書（建物）原本等を提出して下さい。 

 

(イ) 賃貸借契約書の場合には、賃貸借契約書の写し（約款まで含む）を提出して下さい。 

その際、賃借人が当該個人事業主になっていることを確認して下さい。 

なお、無断賃貸借防止の観点から、賃貸借契約書に仲介人（不動産業者）がいないとき

には、賃貸人の所有権を確認するため、別途、不動産登記事項証明書（建物）原本等が

必要となります。 

    

(ウ) 賃貸借契約をしていない場合は、使用承諾書と使用承諾者が建物の所有者であることが

分かる書類として、不動産登記事項証明書（建物）原本等を提出して下さい。 

 

(エ) 転貸借の場合には、賃貸借の原契約書の写しと、原賃貸人（所有権者）及び賃借人の転

貸借に係る同意を示すもの（所有権者からの同居承諾書）を提出して下さい。 

なお、無断転貸防止の観点から、賃貸借契約書に仲介人（不動産業者）がいないとき 

には、賃貸人の所有権を確認するため、別途、不動産登記事項証明書（建物）原本等が必

要となります。 

    

(オ) フロアーを区切り、様々な業種に対しレンタルするシェアオフィスについては、賃貸借

契約期間中、固定区画を維持でき、建築士法上の標識の掲示及び帳簿の保管等が実施でき

る状態であれば、登録できます。賃貸借契約書（入会申込書）の写し及び、区画を表示し

た書類を提出して下さい。なお、バーチャルオフィスでは登録できません。 

 

＊ 添付書類上の登記事項証明書（建物）以外に、固定資産税納税通知書の納税義務者欄及び

課税明細書の写しも同様に扱います。 

 

＊ インターネット「登記情報サービス」から提供する登記情報を印刷したものは、認証文、

公印等が付加されていないため、証明として受付できません。 

 

＊ 賃貸借、使用貸借、転貸借の内容によっては、上記以外の資料提出を求める場合がありま

す。 

 

＊ 権利関係が複雑な場合は、予め個別にご相談下さい。 

 

注４ 管理建築士の現居所地が、住民票上の住所地と異なる場合、又は、住民票上の住所が遠隔地

の場合には、現居所地に居住することが確認できる資料（賃貸借契約書等）も併せて必要とな

ります。詳細は、個別にご相談下さい。 

 

注５ ＊ 退職証明書以外に、雇用保険の資格喪失届の写し、離職票の写し、健康保険資格喪失届

（受理印付）の写し、厚生年金の加入期間証明も同様に扱います。 

＊ 個人事業をしていた場合は、直前期の確定申告書（第一面及び第二面）の写し。 

＊ ６ヵ月以内に他道府県で管理建築士をしていた場合は、その建築士事務所の登録道  

府県へ提出した受付印のある廃業届等の写し（廃業に伴う添付書類は不要）も必要となり

ます。 

＊ 他社の役員を兼務されている場合、又は他社の役員を直近までされていた場合は、 
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個別にご相談ください。 

 

注６ 登録申請者が兼ねる場合は不要。 

 

管理建築士の専任（常勤）を証明するものとして、次の資料のいずれかを提出して下さい。 

（ア） 健康保険被保険者証（事業者名と管理建築士の氏名が記載されているもの）の写し。 

事業所名が、記載されていない場合には、次のいずれかの資料が併せて必要です。 

①健康保険組合発行の健康保険資格証明書 

②健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し 

③健康保険・厚生年金保険資格取得確認書の写し 

（イ）雇用保険被保険者証（事業者名と管理建築士の氏名が記載されているもの）の写し 

（ウ）住民税の特別徴収税額通知書（事業者あてのもの）の写し 

（エ）管理建築士の氏名が専従者欄に記載されている確定申告書の写し 

（オ）その他常勤が確認できるもの…予め個別にご相談下さい。 

 

＊ １人の建築士が複数の建築士事務所の管理建築士となることはできません。 

 

＊ 派遣労働者は、管理建築士にはなれません。 

 

＊ 専任とは、事務所に常勤し、専ら管理建築士の職務を行う必要があります。従って、雇用

契約等により、事業主体と継続的な関係を有し、休業日等を除いて通常の勤務時間中は、そ

の事務所に勤務していなければなりません。（他社で、建築士としてか否かにかかわらず社員

となっている者、兼職している者等は、管理建築士とはなれません。）。 

 

＊ 出向の場合は、出向協定書・健康保険被保険者証（事業者名と管理建築士の氏名が記載さ

れているもの）・出向証明書・出向辞令の写し等が必要となります。 

不明な点は、窓口にご相談下さい。 

 

＊ 他社の役員を兼務されている場合、又は法人の役員を直近までされていた場合は、個別に

担当窓口でご相談下さい。 

＊ 直近まで、法人の代表者であり、その事務所を廃業し、個人事業（代表者兼管理建築士）

に移行する場合、又は、他社の管理建築士に着任する場合は、必ず事前にご相談下さい。 

 

注７ 管理建築士となるためには、建築士法第２４条により建築士として３年以上の設計等の業務

（建築士法施行規則第２０条の５）に従事した後、登録講習機関が行う管理建築士講習の課程

を修了した建築士でなければなりません。また。修了証の交付をもって、講習修了考査の合否

が確定するため、講習を修了しただけでは受付することができません。申請時には、管理建築

士の講習修了証の写しを必ず添付して下さい。 

 

※ 不明な点は、当協会登録センターに相談して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 11 - 

 

 ３ 変更の届出 （建築士法第 23 条の 5、第 2 項） 

登録後、下表の変更事項に該当する場合は、建築士事務所登録事項変更届（以下、変更届という）

を提出しなければなりません。下表にしたがって必要な書類を提出して下さい（提出部数２部とは

正本１部、副本１部となります）（副本は写しで可）。 

法人の商号、所在地、役員、並びに代表者の変更等では、商業登記事項証明書（履歴事項全部証

明書・閉鎖事項全部証明書等）で変更事項にかかる記載がされていることを確認して下さい。 

＊ 建築士事務所の変更届等の書類は、直接、当協会に持参し提出してください（郵送等は不

可）尚、島しょ地域の方は、相談して下さい。 

＊ 所属建築士の変更は、変更日より３ヶ月以内、それ以外の事項変更は、変更日より１４日

以内に変更届を提出しなければなりません。 

          

 

 

 

変更事項 

 

 

提出書類 

建築士事務所 開設者名  

管

理

建

築

士 

 

注

３

      

 

所

属

建

築 

士 

 

 

 

提 

出 

部 

数 

名称 所在地 

個

人 

法

人 

個

人 

法

人 

個 

人 

法 

   人 

氏の

変更 

のみ 

注

１ 

商

号 

代

表

者 

注

２ 

役

員 

就

任 

 

役

員 

退

任 

等 

建築士事務所登録事項変更届 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ２ 

所属建築士名簿 (第二面)  注４              ○ ○ ２ 

所属建築士変更事項一覧表 注５           ○ ２ 

役員名簿（第三面）    注６       ○ ○ ○   ２ 

役員変更事項一覧表    注７        ○ ○   ２ 

略歴書     ○  ○   ○  ２ 

誓約書     ○  ○ ○    ２ 

商業登記事項証明書（履歴事項全

部証明書等３ヶ月以内発行） 

 ○  ○  ○ ○ ○    １ 

事務所の賃貸借契約書の写し等 注８   ○ ○        １ 

住民票（３ヶ月以内発行）   ○  ○       １ 

管

理

建

築

士

に

関

す

る

書

類 

住民票（３ヶ月以内発行）注９ 

 

  ○  １ 

建築士免許証（建築士免許証明書）の原本提示    注１０   ○  １ 

建築士免許証（建築士免許証明書）の写し   ○  １ 

前職場の退職証明（退職後６ヶ月以内の場合、個人事業をしてい

た場合は確定申告書（第一面及び第二面）の写し）注１１ 

  ○  １ 

専任証明 （管理建築士の専任《常勤》を証明するもので、事業者名が

記載された健康保険被保険者証の写し・雇用保険被保険者証の写し・住

民税の特別徴収税額通知書の写し等。）注１２ 

  ○  １ 

管理建築士講習修了証の写し 注１３   ○  ２ 
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注１ 個人事業の建築士事務所の場合、開設者の変更はできません（氏名の変更を除く）。 

 

注２ 事務所登録上の代表者であって、代表者を退任等し、同時に、業務執行をする役職を退 

任等した場合には、代表者変更と併せて役員変更が必要です。 

  （例えば、株式会社で、事務所登録上の代表者が代表取締役を退任等し、同時に、取締役も

退任等した場合等） 

 

注３ 管理建築士の氏名変更（改姓・改名）の場合は、上記表の提出書類か、又は下記（ア）～（ウ）

の書類を提出して下さい。 

（ア）建築士事務所登録事項変更届、所属建築士名簿（第二面）、並びに、所属建築士変更事項

一覧表（正・副各１部） 

（イ）氏名の変更について確認できる戸籍謄本（抄本）等を１部 

（ウ）氏名変更後の建築士免許証の原本（提示のみ）及び写しを１部。なお、建築士免許証の氏

名変更をしていない場合は、変更してから建築士事務所登録事項変更届を提出して下さい。 

＊  氏名の変更等、建築士免許証の登録事項（記載事項）及び住所等に変更があったときは、

変更があった日から 30 日以内に、一級建築士の場合は、住所地の道府県又は指定登録機関

の建築士会へ（東京都在住の一級建築士は（一社）東京建築士会、二級建築士・木造建築士

の場合は登録してある道府県叉は指定登録機関の建築士会に変更届を提出しなければなり

ません（東京都知事登録二級建築士・木造建築士の場合は、（一社）東京建築士会に提出。）。 

 

注４ ＊ 管理建築士を筆頭に、所属建築士全員を記入して下さい。 

＊ 他事務所に管理建築士として登録されている建築士は、当該建築士事務所の所属建築 

士となることはできません。 

＊ 同一人で建築士免許登録の種別が複数ある場合には、上位級のみ記入して下さい。 

 

注５ 所属建築士の変更対象者は、当該所属事務所に新たに加わった者、削除した者のほか、 

  既登録済の所属建築士が、改姓や改名で変更した場合、木造→二級→一級の級種が変更した 

場合にも適用となります。 

 

注６ 役員名簿に登載する対象者には、業務を執行する社員、取締役、執行役、社外取締役、代 

表権を有する支配人、若しくはこれらに準ずる者（法人格のある各種組合の理事等）を記入 

して下さい。監査役、会計参与、監事及び組織上の支店長等は除きます。 

不明な点は、個別に相談して下さい。 

 

注７ ＊ 役職名の変更（組織上の役職名は、除きます。）の場合には、個別に窓口に相談して下

さい。 

 

＊ 業務執行をする役職に就任し、同時に、代表者に就任後、事務所登録上の代表者とな 

     る場合には、役員変更と併せて代表者の変更が必要です。 

    （例えば、株式会社で、新たに取締役に就任し、当該取締役が代表取締役に就任後、事務

所登録上の代表者となる場合等） 
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注８ 事務所の所在地が、法人の場合は、商業登記事項証明書の所在地と、個人の場合は、申請者

の住民票と異なるとき添付して下さい。自己所有の場合は、不動産登記事項証明書（建物）等

を提出して下さい。 

   

（ア）登録申請者が法人であって、法人代表者が、同一個人名の自己所有物件を事務所所在地

とする場合には、個人から法人への使用承諾書又は賃貸借契約書の写し等とともに、不

動産登記事項証明書（建物）原本等を提出して下さい。 

 

（イ）賃貸借契約の場合には、賃貸借契約書の写し（約款まで含む。）を提出して下さい。    

その際、賃借人が当該申請者となっていることを確認して下さい。 

なお、無断賃貸借防止の観点から、賃貸借契約書に仲介人（不動産業者）がいないときに

は、賃貸人の所有権を確認するため、別途、不動産登記事項証明書（建物）原本等が必要と

なります。 

  

(ウ) 賃貸借契約をしていない場合は、使用承諾書と使用承諾者が建物の所有者であることが分

かる書類として不動産登記事項証明書（建物）原本等を提出して下さい。 

 

（エ）転貸借の場合には、賃貸借の原契約書の写しと、原賃貸人（所有権者）及び賃借人の転貸

借に係る同意を示すもの（所有権者からの同居承諾書）を提出して下さい。 

なお、無断転貸防止の観点から、賃貸借契約書に仲介人（不動産業者）がいないときに 

は、賃貸人の所有権を確認するため、別途、不動産登記事項証明書（建物）原本等が必要と

なります。サブリース契約等、権利関係が複雑な場合は、個別にご相談下さい。 

 

（オ）フロアーを区切り、様々な業種に対しレンタルするシェアオフィスについては、賃貸借契

約期間中、固定区画を維持でき、建築士法上の標識の掲示及び帳簿の保管等が実施できる状

態であれば、登録できます。賃貸借契約書（入会申込書）の写し及び、区画を表示した書類

を提出して下さい。なお、バーチャルオフィスでは登録できません。 

 

＊ 添付書類上の登記事項証明書（建物）以外に、固定資産税納税通知書の納税義務者欄及び

課税明細書の写しも同様に扱います。 

 

＊ インターネット「登記情報サービス」から提供する登記情報を印刷したものは、認証文、

公印等が付加されていないため、証明として受付できません。 

 

＊ 賃貸借、使用貸借、転貸借の内容によっては、上記以外の資料提出を求める場合がありま

す。 

 

＊ 権利関係が複雑な場合は、予め個別にご相談下さい。 

 

注９ 管理建築士の現居所地が、住民票上の住所地（法人にあっては、《開設者》が管理建築士を

兼ねており、商業登記事項証明書上の役員欄にある代表者《開設者》の住所地）と異なる場合、

又は、住民票上の住所が遠隔地の場合には、現居所地に居住することが確認できる資料（賃貸

借契約書等）も併せて必要となります。 

 

注１０ 原本は現状確認後、即、返却致します。 

建築士免許証（賞状型）に、無効印又は、カード型免許証明書に切替済の印が押されている

場合は、建築士免許証明書を提示して下さい。 
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注１１ 退職証明書以外に、雇用保険の資格喪失届の写し、離職票の写し、健康保険資格喪失届（受

理印付）の写し、厚生年金の加入期間証明も同様に扱います。 

   ＊ 個人事業をしていた場合は、直前期の確定申告の写し（第一面及び第二面）を提出して

下さい。 

＊ ６ヵ月以内に他道府県で管理建築士をしていた場合は、その建築士事務所の登録道府県

へ提出した受付印のある廃業届等の写しも必要となります。 

＊ 他社の役員を兼務されている場合、又は法人の役員を直近までされていた場合は、個別

にご相談ください。 

 

注１２ ・登録申請者が兼ねる場合は不要。 

 

管理建築士の専任（常勤）を証明するものとして、次の資料のいずれかを提出して下さい。 

（ア）健康保険被保険者証（事業者名と管理建築士の氏名が記載されているもの）の写し 

事業所名が、記載されていない場合には、次のいずれかの資料が併せて必要です。 

①健康保険組合発行の健康保険資格証明書 

②健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し 

③健康保険・厚生年金保険資格取得確認書の写し 

（イ）雇用保険被保険者証（事業者名と管理建築士の氏名が記載されているもの）の写し 

（ウ）住民税の特別徴収税額通知書（事業者あてのもの）の写し 

（エ）管理建築士の氏名が専従者欄に記載されている確定申告書の写し 

…個人事業主の場合。 

（オ）法人確定申告書の表紙と役員報酬明細の写し（受付印押印のもの）…役員に限る。 

（カ）その他常勤が確認できるもの…予め個別にご相談下さい。 

 

＊１人の建築士が複数の建築士事務所の管理建築士となることはできません。 

 

＊ 派遣労働者は、管理建築士にはなれません。 

 

＊ 専任とは、事務所に常勤し、専ら管理建築士の職務を行う必要があります。従って、雇用

契約等により、事業主体と継続的な関係を有し、休業日等を除いて通常の勤務時間中は、そ

の事務所に勤務していなければなりません。（他社で、社員となっている者等は、管理建築

士とはなれません。） 

 

＊ 出向の場合、出向協定書・健康保険被保険者証（事業者名と管理建築士の氏名が記載のも

の）・出向証明書・出向の辞令の写し等が必要となります。 

  不明な点は、窓口にご相談下さい。 

 

＊ 他社の役員を兼務されている場合、又は法人の役員を直近までされていた場合は、個別に

担当窓口でご相談下さい。 

 

注１３ 管理建築士となるためには、建築士法第２４条により建築士として３年以上の設計等の業

務(施行規則第２０条の５)に従事した後、登録講習機関が行う講習の課程を修了した建築士で

なければなりません。従って、管理建築士変更届出は、管理建築士の講習修了証の写しを必ず

添付して下さい。 

  

＊ 変更の届出の義務を怠ると、開設者に対して処分されることもありますので注意して下さい

（建築士法第２６条第２項第２号）。 
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４ 廃業等の届出 （建築士法第 23 条の７） 

次の表の①～⑥までの一つに該当することになった場合は、届出者は 30 日以内に廃業届を提

出しなければなりません。建築士事務所廃業等届（正・副）（副本は写しで可）のほか、下表中

の書類を提出して下さい。 

＊ 建築士事務所の廃業等の届の書類は、直接、当協会に持参して提出して下さい。 

（郵送等は不可）尚、島しょ地域の方は、相談して下さい。 

該当者事項 届出者 提出書類 

①建築士事務所の開設者が、その業

務を廃止したとき 

開設者であった者 登録通知書原本返納（ない場合

は、印鑑証明書が必要） 

②建築士事務所の開設者（個人の場

合）が死亡したとき 

その相続人 登録通知書原本返納（ない場合

は、相続人の印鑑証明書が必

要）・死亡を証する戸籍謄本(抄

本)・相続人との関係を証する戸籍

謄本(抄本) 

③建築士事務所の開設者(法人を含

む)が破産をしたとき 

その破産管財人 登録通知書原本返納・破産決定書

の写し・破産管財人の印鑑証明書 

④法人が合併により解散したとき その役員であった

者 

登録通知書原本返納（ない場合

は、元役員個人の印鑑証明書が必

要）・解散の事実を証する商業登

記事項証明書（閉鎖事項全部証明

書） 

⑤法人が合併又は破産以外の理由

により解散したとき               

その清算人 登録通知書原本返納（ない場合

は、清算人の印鑑証明書が必

要）・解散の事実を証する商業登

記事項証明書（履歴事項全部証明

書） 

⑥法人が清算結了により消滅した

とき               

その役員であった

者 

登録通知書原本返納（ない場合

は、元役員の印鑑証明書が必

要）・清算結了の事実を証する商

業登記事項証明書（閉鎖事項全部

証明書） 

 

次の場合、従前の登録を廃業して、新規に登録し直して下さい。 

 

ア 個人（法人）開設の事務所から法人（個人）開設の事務所に変わる場合。 

イ 二級（一級）の事務所から一級（二級）の事務所に変わる場合。 

ウ 他道府県へ事務所を移転する場合（新規登録は移転先の道府県等で行って下さい）。 

エ 個人建築士事務所の場合、開設者を変更することはできませんので（氏名の変更を除く）、 

この場合は、従前の建築士事務所を廃業し、新規に登録をして下さい。 

 

＊ 開設者名・法人名・所在地等が、登録内容と異なっていた場合は、変更の手続きをしてから、

廃業の届け出をして下さい。 

 

＊ 退職・異動等により建築士事務所を管理する建築士（以下「管理建築士」という。）が不在と

なった場合は廃業事由に該当するため、３０日以内に廃業等の届出をしなければなりません。 
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５ 建築士事務所登録証明及び登録簿等の閲覧 

（１） 登録証明書 

 

建築士事務所登録証明書が必要な方は、「建築士事務所登録証明書発行申込書」に、 

必要事項を記入のうえ、登録センター窓口に提出して下さい。郵送受付は行っておりません。 

（英文の登録証明書が必要な場合は、あらかじめ相談して下さい。） 

・ 申込書は、当協会の窓口に備えてあります。 

・ 証明手数料は１通につき 400 円です。現金でお支払い下さい。 

・ 証明書発行時間  午前９時～午後５時 

 

（２）登録簿等の閲覧（建築士法第２３条の９） 

 

(ア) 建築士事務所の登録簿の閲覧 

現在有効な東京都知事登録を受けている建築士事務所の登録簿は、閲覧ができます。 

閲覧が必要な方は、「登録簿等閲覧申請書」に必要事項を記入のうえ、登録センター窓口に

提出して下さい。現在、インターネット上での公開は行っておりません。 

・ 申請書は、当協会の窓口に備えてあります。 

・ 登録簿の閲覧は無料です。 

・ 閲覧時間 午前９時～午後５時 

 

(イ)設計等の業務に関する報告書の閲覧 

現在有効な東京都知事登録を受けている建築士事務所が毎事業年度経過後三ヶ月以内に提

出する設計等の業務に関する報告書は、過去５年度分の閲覧ができます。 

閲覧が必要な方は、「設計等の業務に関する報告書閲覧申請書」に必要事項を記入のうえ、

登録センター窓口に提出して下さい。現在、インターネット上での公開は行っておりません。 

・ 申請書は、当協会の窓口に備えてあります。 

・ 閲覧手数料は、１事務所につき、３００円です。 

・ 閲覧時間 午前９時～午後５時 

 

６ 管理建築士の専任（建築士法第 24 条第１項） 

 

一級建築士事務所は＊専任の一級建築士、二級建築士事務所は＊専任の二級建築士、木造建築士

事務所は＊専任の木造建築士が管理することになっています。 

 
*専任とは、その事務所が業務行っている間は、原則として事務所に常勤し、専ら管理建築士の

職務を行う必要があります。 

 

従って、雇用契約等により、事業主体と直接的で継続的な関係を有し、休業日等を除いて通常の

勤務時間中は、その事務所に勤務していなければなりません。 

 

＊ １人の建築士が複数の建築士事務所の管理建築士となることはできません。 

＊ 派遣労働者は、管理建築士にはなれません。 
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＊ 原則として、次の場合は管理建築士にはなれません。 

① 他の法令により、専任が義務づけられている者（建設業の専任技術者、専任の宅地建物取

引士等については同一法人内で同一所在地の事務所である場合は、兼任を認める場合があり

ますので、一般社団法人東京都建築士事務所協会登録センターにご相談下さい。）。 

② 他の営業等について専任に近い状態にある者（他の会社で、社員となっている者等）。 

③ 住所と事務所所在地が遠距離で、常識上通勤不可能な者。 

管理建築士は、１事務所１人ですから、同一法人で数カ所の事務所がある場合は各事務所

に管理建築士を置く必要があります。 

 

管理建築士のいない建築士事務所は登録要件を欠くので登録できません。登録した後に、管理

建築士がいなくなった場合は、必ず建築士事務所廃業等届を提出して下さい。 

 

また、管理建築士の名義貸しは禁止されています。これらの事実が有る場合は、開設者及びその

建築士に対して、建築士事務所の取消や建築士免許の取り消し等の処分がなされることがあります

（建築士法第１０条、第２４条、第２６条、第３８条）。 

 

７ 管理建築士の責務（建築士法第 24 条第 2 項、第 3 項、第 4 項） 

 

管理建築士となるためには、建築士法第２４条第 2 項により建築士として３年以上の設計等の業

務(施行規則第２０条の５)に従事した後、登録講習機関が行う管理建築士講習の課程を修了した建

築士でなければなりません。 

 

管理建築士は、その建築士事務所の業務に係る次に掲げる技術的事項を総括します。 

① 受託可能な業務の量、難易並びに業務の内容に応じて必要となる期間の設定 

② 受託しようとする業務を担当させる建築士その他の技術者の選定及び配置 

③ 他の建築士事務所との提携及び提携先に行わせる業務の範囲の案の作成 

④ 建築士事務所に所属する建築士その他の技術者の監督及びその業務遂行の適正の確保 

  

 また、管理建築士は、建築士事務所の開設者に対し、上記に掲げる技術的事項に関し、 

その建築士事務所の業務が円滑かつ適切に行われるよう必要な意見を述べる必要があります。 

これらの意見が開設者に対して述べられた場合には、「設計等の業務に関する報告書」（建築士法

第 23 条の 6、建築士法施行規則第 20 条の 3）によって届け出る必要があります。 

 

詳しくは、「８ 開設者の義務」を参照して下さい。 
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８ 開設者の義務 

 

建築士事務所の開設者には、建築士法で次のことが定められています。 

 

(1) 設計等の業務に関する報告書（建築士法第 23 条の 6、同法施行規則第 20 条の 3） 

開設者は、事業年度ごとに建築士法第 23 条の 6 及び建築士法施行規則第 20 条の 3 の規定

により定める事項（第六号の二書式）を提出しなければなりません。 

（書面に記載する事項） 

①事務所の業務の実績 ②所属建築士名簿 ③所属建築士の業務の実績 ④管理建築士によ

る意見の概要 

＊詳しくは、別手引「設計等の業務に関する報告書の作成及び報告の手引き」、 

又は、建築士法及び同法施行規則をご参照ください。 

 

 

(2) 一括再委託の禁止（建築士法第 24 条の 3） 

新築工事で、延べ面積が、３００㎡を超える建築物について、建築士事務所の開設者は、委託

者の許諾を得た場合においても、委託を受けた設計又は工事監理の業務を、それぞれ一括して他

の建築士事務所の開設者に委託してはなりません。 

 

(3) 帳簿及び図書の保存（建築士法第 24 条の 4、同法施行規則第 21 条） 

建築士事務所の開設者は、その業務に関する帳簿を事業年度の末日の翌日から起算して 15 年

間保存しなければなりません。また、その建築士事務所に所属する建築士が建築士事務所の業務

として作成した建築士でなければ設計できない設計図書等を、作成した日から起算して、１５年

間保存しなければなりません。 

・[帳簿の記載事項] 

① 契約の年月日 

② 契約の相手方の氏名又は名称 

③ 業務の種類及びその概要 

④ 業務の終了の年月日 

⑤ 報酬の額 

⑥ 業務に従事した建築士及び建築設備士の氏名 

⑦ 業務の一部を委託した場合にあっては、当該委託に係る業務の概要並びに受託者の氏 

名又は名称及び住所 

⑧ 管理建築士が開設者に対し、必要な意見が述べられたときは、当該意見の概要 

 

・[保存する図書] 

保存する図書は、建築士事務所に属する建築士が建築士事務所の業務として作成した設計図書

のうち次に掲げるもの又は工事監理報告書で、法第３条から第 3 条の３までの規定により建築士

でなければ作成することができないもの（作成した日から起算して１５年を経過したものを除

く）。 

① 配置図、各階平面図、二面以上の立面図及び二面以上の断面図 

② 当該設計が建築基準法第６条第１項第２号又は第３号に係るものであるときは、①の 

ほか、基礎伏図、各階床伏図、小屋伏図、構造詳細図及び構造計算書 

 

＊詳しくは、建築士法及び同法施行規則をご参照下さい。 
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(4) 標識の掲示（建築士法第 24 条の 5、建築士法施行規則第 22 条（第 7 号書式） 

（平成１９年１２月２０日改正） 

開設者は、建築士事務所において、公衆の見易い場所に、次の標識を掲げなければなりませ

ん。 

 

標識の大きさは、縦 25cm 以上、横 40cm 以上で、記載内容は、建築士事務所の名称・登録

番号・開設者名・管理建築士名、登録の有効期間等を記載しなければなりません。 

標識はご自分で作成するか一般社団法人東京都建築士事務所協会等でご購入下さい。 

 

法人の場合の例 

 

 

 

 

 

25cm 以上 

  

                      

 

  

 

 

 

個人の場合の例 

 

 

 

 

 

     25cm 以上 

 

 

 

  

 

                      

                      40cm 以上 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京建設株式会社一級建築士事務所 

登   録 一級建築士事務所 

東京都知事登録第・・・・・号 

開 設 者 東京建設株式会社        

代表取締役 東京太郎 

管理建築士 一級建築士 新宿次郎 

登録の有効期間 平成 年 月 日から平成 年 月 

日まで  

東京太郎一級建築士事務所 

登   録 一級建築士事務所 

東京都知事登録第・・・・・

号 

開 設 者 東京太郎 

管理建築士 一級建築士 新宿次郎 

登録の有効期間 平成  年  月  日から平成  年 

月 日まで 

40cm 以上 
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(5)  書類の閲覧（建築士法第 24 条の 6、同法施行規則第 22 条の 2） 

 

開設者は、当該建築士事務所が行った業務の実績、所属建築士の氏名及び業務の実績、その他

国土交通省令（同法施行規則第 22 条の 2）で定める事項を記載した書類（第七号の二書式）、設

計等の業務に関し生じた損害を賠償するために必要な金額を担保するための保険契約の締結等

を講じている場合はその内容を記載した書類を、第七号の二書式により、事業年度ごとに事業年

度経過後三月以内に作成し、建築士事務所に備え置き（3 年間）、設計等を委託しようとする建

築主（建築主になろうとする者を含む）の求めに応じ、閲覧させなければなりません。 

同法施行規則第 22 条の 2： 

① 建築士事務所の名称及び所在地 

② 当該建築士事務所の開設者の氏名 

③ 当該建築士事務所の一級建築士、二級建築士又は木造建築士の別 

④ 登録番号 

⑤ 登録の有効間 

⑥ 所属建築士の氏名・その者の一級建築士、二級建築士又は木造建築士の別・登録番号・定

期講のうち直近のものを受けた日・構造、設備設計一級建築士及び管理建築士である場合

はその旨など 

 

＊詳しくは、建築士法及び同法施行規則をご参照下さい。 

 

(6) 設計・工事監理契約の際の重要事項説明 

（建築士法第 24 条の 7、同法施行規則第 22 条の 2 の 2） 

 

開設者は、設計又は工事監理の契約を締結しようとするときは、建築士法第 24 条の 7 及び同

法施行規則第 22 条の 2 の 2 の規定によりあらかじめ建築主に対し、管理建築士又は所属建築士

をして、設計委託契約又は工事監理委託契約の内容及びその履行に関する事項を記載した書面を

交付して説明させなければなりません。 

 

（重要事項） 

① 設計図書の種類 

② 工事と設計図書との照合の方法及び工事監理の実施の状況に関する報告の方法 

③ 設計又は工事監理に従事することとなる建築士の氏名及び一級・二級・木造建築士の別構

造・設備設計一級建築士である場合はその旨 

④ 報酬の額及び支払時期 

⑤ 契約の解除に関する事項 

⑥ その他建築士法施行規則で定める事項 

＊詳しくは、建築士法及び同法施行規則をご参照下さい。 

 

(7)  設計等の契約の原則（建築士法第 22 条の 3 の 2） 

    

  設計又は工事監理の委託を受けることを内容とする契約者の当事者間においては、対等な立場

での公正な契約締結及び誠実な履行が求められます。 
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(8)  書面による契約締結の義務（建築士法第 22 条の 3 の 3） 

 

  延べ面積が３００㎡を超える建築物の設計又は工事監理について、書面による契約締結が義務

づけられました。契約締結に際して、必要事項を記載した書面に署名又は記名押印して相互に交

付することが必要です。また、必要事項を変更する場合も同様に書面の相互交付が必要です。 

 

 （設計受託契約又は工事監理受託契約に記載する事項） 

① 設計受託契約又は工事監理受託契約の対象となる建築物の概要 

② 設計又は工事監理の実施の期間 

③ 設計受託契約にあっては、作成する設計図書の種類 

④ 工事監理受託契約にあっては、工事と設計図書との照合の方法及び工事監理の実施の状況

に関する報告の方法 

⑤ 建築士事務所の名称及び所在地並びに当該建築士事務所の一級建築士事務所、二級建築士

事務所、木造建築士事務所の別 

⑥ 建築士事務所の開設者の氏名（当該建築士事務所の開設者は法人である場合にあっては当

該開設者の名称及びその代表者の氏名） 

⑦ 当該設計又は工事監理に従事することとなる建築士の氏名及びその者の一級建築士、二級

建築士又は木造建築士の別並びにその者が構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士で

ある場合にあっては、その旨 

⑧ 業務に従事することとなる建築士の登録番号 

⑨ 業務に従事することとなる建築設備士がいる場合にあっては、その氏名 

⑩ 設計又は工事監理の一部を委託する場合にあっては、当該委託に係る設計又は工事監理の

概要並びに受託者の氏名又は名称及び当該受託者に係る建築士事務所の名称及び所在地 

⑪ その他設計又は工事監理の種類、内容及び方法に関わる事項 

⑫ 報酬の額及び支払の時期 

⑬ 契約の解除に関する事項 

 

   この義務の対象は、建築士事務所だけでなく、建築主等の委託者である建築主等にも及びま

す。また、建築士事務所間における契約にも適用されます。工事請負契約において、設計、工

事監理の内容を含む一括契約も対象となります。 

 

   受託契約について、契約書面を相互に交付した場合には、建築士法第 24 条の 8 による書面

の交付（次項参照）は、記載事項が同様であるため、省略できます。 

   

(9) 書面の交付（建築士法第 24 条の 8、同法施行規則第 22 条の 3） 

 

開設者は、設計受託契約又は工事監理受託契約を締結したときは、建築士法第 24 条の 8 及び

建築士法施行規則第 22 条の 3 で定める事項を記載した書面を当該委託者に交付しなければなり

ません。 

 

 （書面に記載する事項） 

① 設計又は工事監理の種類及びその内容 

② 設計又は工事監理の実施の期間及び方法 

③ 報酬の額及び支払いの時期 

④ 契約の解除に関する事項 

⑤ 建築士事務所の名称及び所在地 

⑥ 契約の年月日 



 

- 22 - 

⑦ 契約の相手方の氏名又は名称 

⑧ 設計又は工事監理に従事する建築士及び業務に従事する建築設備士の氏名 

⑨ 設計又は工事監理の一部を委託する場合にあっては、当該委託に係る設計又は工事監理 

の概要並びに受託者の氏名又は名称及び住所など 

＊当該書面を作成したときは、書面に記名押印又は署名をしなければならない。 

＊詳しくは、建築士法及び同法施行規則をご参照下さい。 

 

(10) 管理建築士が述べる意見の尊重義務 (建築士法第 24 条第 5 項） 

  開設者は、建築士事務所の業務にかかる技術的事項について述べられた管理建築士の意見を尊重

しなければなりません。 

 

(11) 設計等の業務に係る損害賠償保険の契約締結等の努力義務(建築士法第 24 の 9） 

 開設者は、設計等の業務に関し生じた損害を賠償するために、損害賠償保険に加入する等の措置

を講じるよう努めなければなりません。 

 

(12) 報告及び立入検査への協力（建築士法第 26 条の 2、第 41 条第 16 号） 

建築士事務所の状況をたえず的確に把握することで、適切な建築士行政を行うことを目的とし

て規定されたもので、正当な理由がなく報告及び検査を拒む等の行為をした場合は、罰せられる

ことがあります。 

 

９ 申請書類等の入手方法 

 

このホームページで申請書類等を入手できますが、その他に下記の所で販売しています。 

なお、各販売所へは、公共交通機関をご利用して下さるようお願いいたします。 

 

＊販売書類 

・建築士事務所登録申請書（一式） 

・建築士事務所登録事項変更届（一式） 

・建築士事務所廃業等届（一式） 

・設計等の業務に関する報告書（一式） 

 

＊販売場所 

・一般社団法人東京都建築士事務所協会 

住所 〒160-0022  東京都新宿区新宿 5-17-17 渡菱ﾋﾞﾙ 3 階 

   電話 03-5272-1069 

・一般社団法人東京建築士会  

住所 〒104-6204 東京都中央区晴海 1-8-12 ｵﾌｨｽﾀﾜｰ Z 棟（晴海ｱｲﾗﾝﾄﾞ ﾄﾘﾄﾝｽｸｴｱ内）  

   電話 03-3536-7711 

・一般財団法人東京都弘済会  弘済会アシスト 

   住所 〒163-8001 新宿区西新宿 2-8-1 東京都庁都民広場地下 

   電話 03-5381-6335 


